
令和6年度　地域支援事業の事業実績（浜田市）

【介護予防・日常生活支援総合事業】

一般介護予防事業

予算額
（円）

決算額
（円）

1 介護予防把握事業
　支援の必要な高齢者を把
握し、介護予防につなげる。

浜田市（直営） 21,840,000 10,418,122

2 介護予防普及啓発事業
　介護予防に資する基本的
な知識普及等の啓発を図
る。

浜田市（直営）
浜田市食生活改
善推進協議会
（委託）

19,130,000 24,534,433

3 地域介護予防活動支援事業

　介護予防に資するボラン
ティア等の人材及び地域活
動組織の育成並びに支援を
行う。

浜田市（直営） 15,910,000 19,870,469

4
地域リハビリテーション活動支援
事業

　リハビリテーションに関する
専門的知見を有する者が、
地域包括支援センターと連携
しながら、介護予防の取組を
総合的に支援する。

浜田市（直営）
364,000 2,420,976

番号 事業名 事業内容
実施主体

（直営・委託）

当初計画 事業実績・決算額

　地域で介護予防活動を担う人材の育成や
地域活動組織に対する支援を行う。また、地
域で介護予防を推進するため、活動経費の
一部を助成する等の支援を行う。

介護予防に関するボランティア等の人材を育
成するための研修　8回　累計　104人
・地域活動組織への支援（自主運動教室・サ
ロン活動・認知症家族会等）　129回
・社会参加活動を通じた介護予防に資する
地域活動（認知症予防教室）　6回
・百差体操実施自主グループ5団体に補助を
実施

　住民運営の通いの場や介護支援専門員と
の同行訪問等に対してリハビリテーション専
門職を派遣し、リハビリ視点の助言、指導、
研修を実施する。

自宅で住み続けるための生活機能に着眼し
た支援を行う目的からリハビリテーション職
の派遣を行い、生活機能低下の予防および
重症化の予防、また生活機能の向上を図っ
た。
活動件数　15件
・サロン等への介護予防指導　12件
・地域包括支援センター等との訪問　3件
協力機関：リハビリテーションカレッジ島根

計 57,244,000 57,244,000

事業計画 事業実績

　80歳の介護認定を受けていない方を対象
に基本チェックリストを送付し、回収。その結
果を基に対象者の身体・生活状況の把握及
び対象者データの管理を行い、介護予防・日
常生活支援総合事業等へつなげる。

80歳の年齢の方に、「基本チェックリスト」及
び「認知症気づきチェックリスト」を郵送し、返
信結果から訪問対象者を選定し、訪問・電話
等により状況把握を行い,必要な支援等に繋
げた。
・チェックリスト送付対象者　507人、返信者
400人（回収率78.9％）
・把握訪問対象者数　213人　実施者数　209
人（98.1％）
　返信者への訪問等から、継続フォローが必
要な人は　8人
フォロー内容：保健師等の訪問　3人、介護申
請1人、一般介護予防（百歳体操等）事業参
加　3人、地域包括支援センター移管　2人

　介護予防推進出前講座等により、介護予
防に関する運動・食生活・口腔及び認知症発
症予防等の知識の普及啓発を行う。

運動機能の維持向上・栄養改善・口腔機能
低下予防・閉じこもり・認知症予防等、介護
予防に関する知識の普及・啓発を行った。
・講演会や相談会の開催　14回/ 264人
・介護予防教室等の開催　169回/2,164人
・食生活改善啓発事業　447回/1,591人
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包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）

予算額
（円）

決算額
（円）

5 包括的支援事業

①第１号介護予防支援事業
②総合相談支援業務
③権利擁護業務
④包括的・継続的ケアマネジ
メント支援業務

浜田市社会福祉
協議会
（委託）

73,487,000 68,638,643

新包括的支援事業（社会保障充実分）

予算額
（円）

決算額
（円）

6 在宅医療・介護連携推進事業

　住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最期まで続
けることができるよう、在宅医
療と介護の連携を推進する。

浜田市（直営） 1,000,000 3,463,226

7 生活支援体制整備事業

　市町村が中心となって、社
会福祉協議会等の生活支援
サービスを担う事業主体と連
携しながら、　高齢者の日常
生活上の支援体制の充実・
強化及び高齢者の社会参加
の推進を一体的に図って行
く。

浜田市（直営） 12,350,000 16,958,838

8 認知症初期集中支援推進事業

　認知症になっても本人の意
思が尊重され、よい環境で暮
らし続けるために、認知症の
人やその家族に早期に 関わ
る「認知症初期集中支援チー
ム」を配置し、支援する体制
を構築する。

社会医療法人
清和会
（委託）

1,800,000 2,785,039

計 73,487,000 68,638,643

番号 事業名 事業内容
実施主体

（直営・委託）

当初計画

番号 事業名 事業内容
実施主体

（直営・委託）

当初計画 事業実績・決算額

事業計画 事業実績

事業実績・決算額

事業計画 事業実績

　浜田市在宅医療・介護連携支援センターに
おいて、医療・介護関係者からの相談に対応
する。
　また、「相談できる体制づくり」「切れ目のな
い医療介護連携」を目指して、専門職や地域
を巻き込んだ取組を行い、「地域包括ケア」を
構築することを目的として、多職種参加によ
る事例検討会や講演会を開催する。

・多職種連携による勉強会　1回
・地域包括ケア推進連絡会　1回
・浜田圏域在宅医療・介護連携ワーキング会
議　2回

　市が雇用する生活支援コーディネーター
が、住民が主体的に行うまちづくり活動団体
や支えあいのまちづくりに必要な者と情報共
有を行い、収集した住民ニーズや課題を解
決するためのアプローチや、高齢者が担い
手として活躍する場の確保・人材発掘などの
資源開発を行う。
　また、市全域の課題や支援の方向性、事
業の成果等について協議・検討を行う第1層
協議体を開催する。

・第1層生活支援コーディネーターの配置　1
人
・第1層協議体の開催（全市1か所）　1回
・第2層生活支援コーディネーターの配置　4
人
・第2層協議体の開催　実施なし
・市（本庁・支所）・社協（本所・支所）による合
同会議　10回

　地域包括支援センターに専門職を配置し、
介護予防サービス等の提供を含めた保健・
医療・福祉に関する相談・支援等に包括的か
つ継続的に対応する。
　高齢者の介護予防や自立支援を目的とし
て、要支援者等の状況にあった適切なサー
ビスが提供されるようケアプランを作成する。

①総合相談支援事業　1,863件
②権利擁護事業
　・相談対応・利用支援件数　101件
③介護予防ケアマネジメント業務
　・介護予防支援年間作成件数　5,867件（社
協　728件、委託　5,139件）
　・介護予防ケアマネジメント年間作成件数
4,239件（社協　633件、委託　3,606件）
④包括的・継続的ケアマネジメント支援事業
　・個別事例に対する地域ケア会議の開催
15回
　・困難事例等への同行訪問や助言等の支
援　24回

　認知症初期集中支援チームの運営を社会
医療法人清和会西川病院へ委託し、認知症
の早期診断・早期対応に向けた支援体制を
構築する。

・認知症地域支援推進員設置　5人（うち外部
委託1人）
・認知症初期集中支援チーム設置　1チーム
委託
・受理ケース　7件
・チーム員会議　5回
・訪問回数　4回
・浜田市地域包括ケア推進連絡会議（初期
集中支援チーム検討委員会兼）　1回
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新包括的支援事業（社会保障充実分）

予算額
（円）

決算額
（円）

9 認知症地域支援・ケア向上事業

　認知症の人やその家族の
支援ニーズと認知症サポー
ターを中心とした支援を繋ぐ
仕組みを地域ごとに整備す
る。
　認知症施策を進めるための
地域づくりを推進する。

浜田市（直営） 6,000,000 5,824,672

10 地域ケア会議推進事業

　住み慣れた地域で安心して
その人らしい生活を継続して
いくため、被保険者及び介護
者等に対し、地域の実情に
応じた必要な支援を行う。

浜田市（直営） 40,000 4,608,331

任意事業

予算額
（円）

決算額
（円）

11
【家族介護支援事業】
 認知症高齢者見守り事業

　認知症高齢者の生命及び
身体の安全並びに介護者等
への地域全体の見守り支援
を図る。

浜田市（直営） 10,000 0

12
【家族介護支援事業】
 家族介護交流事業

　在宅で介護している家族間
の交流を図ったり、介護に関
する知識・技能習得等のため
の教室等を開催する。

浜田市社会福祉
協議会
（委託）

1,200,000 1,059,000

13
【家族介護支援事業】
 家族介護用品支給事業

　在宅で重度要介護認定を
受けている高齢者を介護して
いる介護者の経済的負担の
軽減を図るとともに、在宅生
活の継続・支援を行う。

浜田市（直営） 2,500,000 650,000

番号 事業名 事業内容
実施主体

（直営・委託）

当初計画 事業実績・決算額

事業計画

番号 事業名 事業内容
実施主体

（直営・委託）

当初計画 事業実績・決算額

事業計画 事業実績

事業実績

　認知症地域支援推進員を配置し、地域へ
の普及啓発、学習会を実施するとともに認知
症カフェの後方支援を行う。
　また、認知症の人とその家族に対する地域
支援体制の構築のため、認知症サポーター
を中心とした支援チーム（チームオレンジ）の
整備を目指す。

・認知症キャラバン・メイト・サポーター養成
・キャラバン・メイト　新規4人（累計30人）
・認知症カフェ　3か所
・チームオレンジ認定　2ヶ所

　多職種協働による個別事例の検討等を行
い、高齢者に対する自立支援の充実と地域
のネットワーク構築、ケアマネジメント支援、
地域課題の把握等を行う。

①地域ケア会議の開催　48回
　・日常生活圏域レベルの定例（個別）地域
ケア会議　47回
　・市町村レベルの地域ケア会議　1回
②地域ケア個別会議の開催状況
　・個別ケース検討  37件
　内訳）居宅介護支援事業所の介護支援専
門員から　10件、地域包括支援センター自ら
12件、地域住民及び家族から　3件、その他
（医療機関等） 12件
　・個別ケース内容 37件
　内訳）支援者が困難を感じているケース
18件、支援が必要だと判断されるがサービス
につながっていないケース　7件、地域の生
活支援提供者との連携が困難なケース　1
件、権利擁護が必要なケース（虐待及び虐
待が疑われるケース以外）　11件

計 21,190,000 33,640,106

　認知症により自力で居宅へ戻れなくなるお
それのある高齢者の家族や支援者に見守り
シールを交付して安全確保の仕組みを整え
る。

・交付実績　2件

　
　各地域において、介護者相互の交流会や、
家族介護者教室等を開催する。

・家族介護者交流会　8回　参加者112人

　要介護4又は5と認定された高齢者を介護し
ている市民税非課税世帯の家族に対し、介
護用品（紙おむつ・尿取りパット）を支給す
る。
40,000円／年

・支給実績　52人
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任意事業

予算額
（円）

決算額
（円）

番号 事業名 事業内容
実施主体

（直営・委託）

当初計画 事業実績・決算額

事業計画 事業実績

14
【その他事業】
 成年後見制度利用支援事業

　成年後見制度の周知及び
身寄りのない判断能力の低
下した高齢者に市長による
後見開始申立を行う。
　後見の報酬の支払いが困
難な場合は助成を行う。

浜田市（直営） 9,276,000 3,709,400

15
【その他事業】
 福祉用具・住宅改修支援事業

　居宅介護支援の提供を受
けていない要介護（支援）者
の住宅改修費支給に係る理
由書を作成した居宅介護支
援事業者へ経費を助成す
る。

浜田市（直営） 60,000 600,704

16
【その他事業】
 認知症サポーター養成講座事
業

　認知症に関する正しい知識
を習得し、認知症の人や家
族を支援する認知症サポー
ターを養成する。

浜田市（直営） 130,000 66,895

17
【その他事業】
 配食サービス事業

　高齢者向け弁当の提供に
より健康維持と生活安定を図
る。

まごころ弁当
お届けハート
（委託）

17,000,000 17,100,252

18
【その他事業】
 シルバーハウジング事業

　公営住宅のシルバーハウ
ジング入居者に対し、生活指
導・相談・安否確認等日常生
活に必要な支援を行う。

有限会社ホット
ケアセンター
（委託）

9,000,000 8,388,000

　
　身寄りがなく判断能力の低下した高齢者に
対して、市長による後見開始申立手続きを行
う。
　また、成年後見人等への報酬の支払いが
困難な場合は後見報酬の助成を行う。
在宅　20,000円／月
施設　13,000円／月

・市長による後見申立て件数　3件
・後見報酬の助成件数　16件

【住宅改修支援事業のみ実施】
　住宅改修費支給申請に係る理由書を作成
した居宅介護支援事業者等へ１件当たり
2,000円の補助金を交付する。

・交付実績　7件

計 39,176,000 31,574,251

合計 191,097,000 191,097,000

　認知症サポーター養成講座を地域や職域
等で実施し、認知症について正しい知識を
持った支援者の養成を推進する。

・認知症サポーター養成者数（累計）　8,496
人
・認知症サポーター養成講座開催数　11回
・認知症サポーター養成者数　212人

　市が決定した曜日に、栄養のバランスがと
れた昼食を居宅に配達するとともに、安否確
認を行う。

・利用実人数　242人
・延べ配食数　36,467食
・10月から委託料単価の増額
　内訳）浜田地域400円⇒450円、浜田地域
外400円⇒500円

　LSA(ライフサポートアドバイザー)が入居者
に対して生活指導、相談、安否確認、緊急通
報時の対応を行う。

・サービス提供場所　75世帯
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